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１．はじめに 

土砂災害防止法の制定などを契機として，ハード対策に加えて警戒避難体制の整備などのソフト対策が近年

一層進められ，平成 20 年からは市町村長が避難勧告等（避難準備情報・勧告・指示）を発令する際の判断や

住民の自主避難に資するため，土砂災害警戒情報の全国運用が開始された。中央防災会議の防災基本計画では

土砂災害警戒情報を活用した警戒避難体制を構築する旨を定めている。一方これまでの研究によると，避難勧

告が発令されない，土砂災害警戒情報の予測精度が低く範囲が広い，土砂災害警戒区域等の指定が進まないと

いった課題が指摘されている１）。これらの課題に対して個々の事例分析は例えば宮瀬ら２）などが行なってい

るが，全国の土砂災害警戒情報の発表状況と避難の実態の分析事例３）は少ない。そこで，本報告では，平成

20～22 年にかけて土砂災害警戒情報が発表された事例を対象に，避難勧告の発令状況，自主避難の状況，実

際の土砂災害発生状況を調査し，土砂災害警戒情報の効果について分析を行った。 
 

２．方法 

分析は，土砂災害警戒情報と避難勧告の発令や自主避

難，および土砂災害発生との関係を明らかにするため，

図-1に示す平成20～22年の国土交通省砂防部の土砂災

害警戒避難に関するデータを使用した。対象とした土砂

災害は，雨量と災害発生との関連性が高いと考えられて

おり，土砂災害警戒情報の発表対象となっている土石流

とがけ崩れとした。なお，土砂災害警戒情報の発表頻度

は 1市町村あたり 1年に 1回程度であった。 
 

３．分析結果 

図-1 のデータにもとづき，土砂災害警

戒情報の発表に対する市町村の避難勧

告等の発令状況と避難状況，自主避難の

状況および土砂災害の発生状況に分類

して図-2 に整理した。なお，本図は避難

や土砂災害発生の流れを，各項目で分析

可能なデータを使用して表現したもの

である。 

１）市町村の避難勧告等の発令への活用 

土砂災害警戒情報が発表された事例

の中で避難勧告等が発令された割合は

10%，土砂災害警戒情報の発表を避難勧告等の発令理由とした割合は 19%であった。 

なお，地域防災計画における避難勧告等の発令基準について都道府県は地域防災計画から，市町村は国土交

通省の調査結果４）から整理すると図-3 に示すとおりであった。都道府県では，「土砂災害警戒情報の発表時」

としている割合は 26%であったが，前兆現象の有無などとあわせて総合的に判断する場合も含めると 81%を占

めた。避難勧告等の発令権者である市町村では，土砂災害警戒情報の発表時としている割合は 4%で総合的に

判断する場合を含めると 53%と半数程度であった。また，図-1 のデータから避難勧告等発令時の住民の避難率

は 53%，このうち避難時間を 2 時間と考え発令から 2 時間以内に避難を終えた割合は 69%であり，対象住民の
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避難勧告等の発令 避難

・発表時に避難勧告発令10%[2965]
・土砂災害警戒情報が理由19%[382]

・避難率53%[320]
・うち2時間以内に避難69%[70]

自主避難

・発表時に自主避難7%[2965]
・土砂災害警戒情報が理由0.3%[312]
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5～7 割程度は避難勧告にしたがって行動してい

た。 

２）自主避難への活用 

土砂災害警戒情報が発表された事例のうち自

主避難が行われた割合は 7%，土砂災害警戒情報の

発表を自主避難の理由とした事例は 0.3%であっ

た。 

３）土砂災害発生との関係 

土砂災害警戒情報が発表された事例における

土砂災害が発生した事例の割合（以下，災害発生

率）は図-4 に示すとおり 17%である。また，土砂

災害警戒情報の対象災害（土石流あるいは複数の

がけ崩れ）に絞ると 10%である。一方，土砂災害警戒情報の発表時刻と土砂災害の発生時刻が確認できるもの

を分析すると，図-5 に示すように，土砂災害警戒情報発表時点で既に 27%(対象災害では 24%)の土砂災害が発

生している。なお，平均すると土砂災害警戒情報の 2時間半前に大雨警報（土砂災害）が発表されており，大

雨警報発表時点で発生している土砂災害の割合は 8%（対象災害は 6%）と少なくなっている。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

４．まとめ 

土砂災害警戒情報が発表時に避難勧告等が発令された割合は 10%ではあったが，実際の避難行動に結びつく

など土砂災害警戒情報が警戒避難体制に活用され，効果をあげている事例が確認された。土砂災害警戒情報が

発表された事例の災害発生率は 17%（対象災害では 10%）で，土砂災害警戒情報発表時点で既に 27%（対象災

害では 24%）の土砂災害が発生していた。 

避難勧告等発令時の住民避難の割合は比較的高いことから，大雨警報が避難準備情報に，土砂災害警戒情報

が避難勧告の発令に対応する情報であることを市町村に浸透させる必要がある。また，土砂災害警戒情報より

も早い段階で発表される大雨警報にて巡視体制の強化を図って前兆現象の把握に努め，前兆現象確認時には直

ちに避難勧告を発令するなど，警戒避難体制の実効性を高める方策の検討も必要と考えられる。 
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図-3 地域防災計画における避難基準の割合 
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